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要旨：本研究では，PHC杭，PRC杭の 2種を対象に，杭体の終局せん断性状に関するデータの収集を目的と

して，一定軸力作用下での張出ばり形式によるせん断載荷実験を行った。試験体は PHC杭 3体 PRC杭 6体，

の全 9 体で，実大を想定した杭径 400mm，全長 8mとした。また地震時に杭体に作用する軸力を想定し，引

張・高圧縮軸力を作用させた。実験で得られたデータから，現在使用されている杭体の終局せん断強度式に

ついて，各種軸力作用下での適応性を確認した。その結果，対象とした試験体諸元の範囲では，高圧縮軸力下

かつシアスパン比が短い場合に，既往の終局せん断耐力式を適用できない場合があることを明らかとした。 
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1. はじめに 

2011 年の東日本大震災を始めとする近年の大地震で

は，プレストレストコンクリート杭（PC杭）や高強度プ

レストレストコンクリート杭（以下，PHC杭）を使用し

た杭基礎建築物において，一部の杭体に軸支持能力を失

うような破壊が生じ，建物が傾斜し継続使用が困難とな

った建物が確認されている1)。 

基礎構造の耐震設計においては 1984 年に建設省住宅

局建築指導課から「地震力に対する建築物の基礎の設計

指針2)」に関する通達が出され，2001年の告示3)により 1

次設計が義務化されている。しかし，これまで基礎構造

については現行の 1次設計のみでも人命にかかわる被害

がほとんど生じていないと考えられているため4)，大地

震に対する検討を行う 2次設計は法的に義務化されてお

らず，現在に至るまで許容応力度設計に留まっている。 

このような現状に対し 2017 年に日本建築学会から，

鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針(案)・同

解説5)が刊行され，大地震に対する基礎構造の構造性能

評価に関する技術資料が纏められた。しかし，PHC杭お

よびプレストレスト鉄筋コンクリート杭（以下，PRC杭）

のせん断性能評価に関しては，既往のせん断載荷実験の

多くが無軸力下での実験（例えば，文献 6）であり，地震

時の上部構造物の転倒モーメントによる作用軸力の変動

を考慮した引張および高圧縮軸力下での実験は殆ど行わ

れていない。そのため，文献5)に掲載されている終局せ

ん断強度式においても，軸外力による平均軸方向応力度

𝜎0（但し，プレストレスは含まない）によって適用範囲

を制限されており，引張および高圧縮軸力下での杭体の

せん断性状に関する実験データの蓄積が求められる。 

そこで，本研究では，文献5)の終局せん断強度式では

適用範囲外となっている引張および高圧縮軸力下での

PHC 杭および PRC 杭のせん断耐力と破壊性状および終

局せん断強度式の適応性の確認を目的とした一定軸力作

用下でのせん断実験を実施した。 

 

2. 試験体概要 

図－1には試験体詳細図を，表－1，表－2にはそれぞ

れ試験体諸元，材料特性を示す。本実験では PHC杭（C

種）3体，PRC杭（IV種）6体の計 9体を使用した。各

杭種の仕様は共通しているが，表－1 では試験体ごとに

実測した寸法および材料試験値等を用いた。設計基準強

度 105N/mm²の高強度コンクリートを使用し，遠心成型

した供試体（外径：200mm，内径 160mm，高さ 300mmの

円筒形）によって圧縮強度を測定した。杭径はφ400mm，

杭長 8mとした。 

2.1 PHC杭 

試験体は C種，設計壁厚 65mm，PC鋼棒φ11.2－10本，

らせん筋φ3.2@100mm，有効プレストレス量 10N/mm²で

ある。実験時のシアスパン比は 1.4 とし，作用軸力は，

地震時の軸力の変動を考慮し，引張軸力-344kN (𝜎0  約-

4.3N/mm², 軸力比約 0.04)，中圧縮軸力 1368kN (𝜎0  約

16.8N/mm², 軸力比約 0.19)，高圧縮軸力 2752kN (𝜎0 約

34.4N/mm², 軸力比約 0.32)の 3水準とした。 

本実験では各試験体のせん断耐力の算定にあたり，文献

5)の終局せん断強度式(1)を準用した。文献5)では式(1)の

適用範囲は，プレストレスを含まない軸外力による平均

軸方向応力度𝜎0が 0~30N/mm²としているが，本実験では

𝜎0 16.8 N/mm²とした PHC19を除き，適用範囲外となっ

ている。 

   𝑄𝑠𝑢 = 𝛼 ∙ 𝜂 ∙ 𝑡∙𝐼
𝑆0
∙ √(𝜎𝑔 + 2𝜎𝑑)

2 − 𝜎𝑔2  (1) 

ただし，各変数については文献5)を参照されたい。 
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2.2 PRC杭 

 試験体はⅣ種，設計壁厚 70mm，主筋 D22－8 本，PC

鋼棒φ10－8本，らせん筋φ6.5@70mm，有効プレストレ

ス量 5.3N/mm²である。実験時のシアスパン比は確実にせ

ん断破壊させることを目的とした 1.4 と，地震被害でせ

ん断破壊が確認されているシアスパン比である 2.1 の 2

種類とした。また，作用軸力は PHC杭と同様に，シアス

パン比 1.4 では，引張軸力-510kN（𝜎0 約-5.6N/mm², 軸力

比約 0.00），中圧縮軸力下 1655kN（𝜎0 約 17.7N/mm², 軸力

比約 0.17），高圧縮軸力下 4137kN（𝜎0 約 43.9 N/mm², 軸力

比約 0.36）とし，シアスパン比 2.1では引張軸力下-196kN

（𝜎0 約-2.1N/mm²，軸力比約 0.03），中圧縮軸力下 1655kN

（𝜎0 約18.1N/mm²，軸力比約0.18），高圧縮軸力下2731kN

（𝜎0 約 29.0 N/mm²，軸力比約 0.27）としたそれぞれ 3つ

のレベルを計画した。せん断強度の算定にあたり準用し

た文献5)に掲載されているPRC杭の終局せん断強度式を

以下に示す。文献5)ではプレストレスを含まない軸外力

による平均軸方向応力度𝜎0の適用範囲を 0~5N/mm2 とし

ているが，本実験の 6体ではすべての試験体が適用範囲

外となっている。 

𝑄𝑠𝑢 = [0.092𝑘𝑢𝑘𝑝
(18+𝐹𝑐)

𝑀 (𝑄∙𝑑)+0.12⁄ + 0.85√𝑃𝑤𝜎𝑤𝑦 + 0.1(𝜎0 + 𝜎𝑒)] 𝑏𝑗  

(2) 

ただし，各変数については文献5)を参照されたい。 

 

3. 載荷装置と計測計画 

本実験は国立研究開発法人建築研究所内の実大構造

物実験棟にて実施した。載荷装置概要を図－2 に示す。

本実験では，杭体を横にした状態で単純支持をする。杭

両端の端盤と図－2 の 7 におけるクレビスを高力ボルト

により緊結し、杭体北側に水平方向に取り付けた 4本の

軸力ジャッキにより所定の軸力を作用させながら，載荷

表－1 試験体諸元 表－2 鋼材の材料特性 

 
※1：Nは圧縮が正 ※2：σg σo+σe,(σe：有効プレストレス量, σo：作用軸力のみによる軸方

向応力度)，σo N/((A-Ap-Ad)+Ap・(Ep/Ec)+Ad・(Ed/Ec)  (A：実断面積, Ap：PC鋼材の全断面積, 
Ad：主筋の全断面積, Ep：PC鋼材の弾性係数, Ed：主筋の弾性係数, Ec：コンクリートの弾性

係数）※3：(N+Ne)/N0 (N+σe*(A－Ap－Ad))/(σB・(A－Ap－Ad)+fpy・Ap+fdy・Ad)  (N+Ne>0
時)，(N+Ne)/N0 (N+σe*(A－Ap－Ad))/(fpy・Ap+fdy・Ad)  (N+Ne<0時)，(fpy：PC鋼材降伏強

度，fdy：主筋降伏強度，σB：コンクリートの圧縮強度) 

 

ただし,σy：降伏強度, σt：引張強度,ES：ヤング係数 

 

 

 

図－1 試験体詳細図（単位:mm） 

 

1:試験体  
2:鉛直ジャッキ 
(押 400t／引 150ｔ×2台) 
3:軸力ジャッキ 
(押 500t／引 200ｔ×4台) 
4:試験体支持点 
5:フレーム吊上げジャッキ 
6:コンクリートブロック 
7:クレビス 

図－2 載荷装置概要 

試験体名 PHC18 PHC19 PHC20 PRC24 PRC25 PRC26 PRC27 PRC28 PRC29

杭種

杭径 D
(mm)

杭肉厚 t
(mm)

76.1 77.3 75.5 81.2 80.7 83.4 80.6 83.4 83.7

主筋

PC鋼棒
らせん筋

σe (MPa) 10.3 10.3 10.3 6.6 6.7 6.5 6.7 6.5 6.5
作用軸力 N

(kN)
-344 1368 2752 -196 1655 2731 -510 1655 4137

σ0 (MPa) -4.3 16.8 34.5 -2.1 18.0 28.8 -5.6 17.5 43.7
軸力比

(N+Ne)/No 0.04 0.19 0.32 0.03 0.18 0.27 0.00 0.17 0.36

σg （N/mm2
） 6.0 27.1 44.8 4.5 24.7 35.3 1.2 24.1 50.2

シアスパン比
M/Qd

σB （N/mm2
） 116 117 114 119 127 121 124 132 129

1.4 2.1 1.4

φ3.2@100

PHC C種

400

8-D22
8-φ10.0
φ6.5@70

-
10-φ11.2

PRC Ⅳ種

σｙ
(N/mm2)

σt

(N/mm2)

Es

(kN/mm2)
φ10 1360 1431 199
φ11.2 1323 1439 198
φ3.2 631 695 148
φ6.5 597 649 186

主筋 D22 387 563 190

PC鋼材

らせん筋

異形棒鋼 70

400

7026070

らせん筋PC鋼棒

PC鋼棒 らせん筋

65

400

100

27065

異形棒鋼 70

400

7026070

らせん筋PC鋼棒

PC鋼棒 らせん筋

65

400

100

27065

(A) PHC杭 

(B) PRC杭 

7 7 
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点である試験体中央に設置した 2本の鉛直ジャッキを逆

対称に動かし，試験体に曲げせん断力を作用させる。取

り付く 2本の鉛直ジャッキの間隔は 1.0m（シアスパン比

1.4）もしくは 1.5m（シアスパン比 2.1）であり，ここが

載荷区間となる。載荷区間 l から外側に 175mm離れた位

置の鉛直変位𝛿+175と𝛿−175（但し，鉛直上側を正とする）

から式(3)を用いて算出した変形角を代表変形角 R とし，

これを用いて変形角制御による正負交番繰り返し載荷を

行った。加力サイクルは R ±0.125%，±0.25%，±0.5%，

±0.75%，±1%，±1.5%，±2.0%，±3.0%，±4.0%でそれぞれ

2回ずつとした。ただし，作用軸力が保持出来なくなる，

または各サイクル 1周目ピーク時のせん断力が最大耐力

の 80%に低下した時を終局と定義し載荷を終了した。載

荷中は載荷装置の両端部に取り付けた 4本の吊りジャッ

キによって装置を宙に吊上げ，載荷装置の自重をキャン

セルした。 

4. 実験結果 

 表－3 に各試験体の特性点および破壊モードを示す。

実験せん断力Qは2本の鉛直ジャッキのせん断力(QS,QN)

によるモーメントと軸力の P-δ 効果による付加モーメン

ト（𝑁𝛿+および𝑁𝛿−）の合計を載荷区間長さで除したもの

である。また，計算終局せん断耐力は式(1)および式(2)に

基づき，材料試験値および実測した杭の寸法を用いて算

出した。破壊モードは文献7)で報告しているものと，各

特性点の整理などを行った後，新たに詳細な破壊モード

を定義したものをそれぞれ精査前・精査後としている。 

4.1 せん断力‐代表変形角関係 

各試験体のせん断力 Q－代表変形角 R 関係を図－5 に

示す。ただし，図中の終局は，作用軸力が保持出来なく

表－3 試験結果 

 
*1：せん断耐力計算値は式(1)および式(2)に基づき，材料試験値および実測した杭の寸法を用いて算出。 
*2：ひび割れが真横に走っているため判断が不能。 
*3：正側ひび割れと同時に降伏。（負側のひび割れでは降伏せず）*4：文献 7)で報告している破壊モード。 
 

𝑅 = (𝛿+175 − 𝛿−175) (𝑙 + 175(𝑚𝑚) × 2)⁄  (3) 

 
図－3 変形図 

 
図－4 モーメント図 

l+175×2 [mm]

δ+175N N
δ-175

δ+

δ-

M
QN

QS

N N

* 鉛直上側を正とする 
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なる，または各サイクル 1周目ピーク時のせん断力が最

大耐力の 80%まで低下した点としている。 

(a) 引張軸力下 

引張軸力を作用させた PHC18 では，せん断ひび割れ，

らせん筋の降伏した後，最大耐力に到達した。また，

PRC24，PRC27の 2体では，せん断ひび割れ，らせん筋

の降伏，PC鋼材および主筋の降伏が発生した後，最大耐

力に到達した。その後，載荷の進行と共にせん断ひび割

れの本数が増え，PHC杭ではらせん筋の破断が見られた。

また，PRC杭では載荷区間の広範囲でコンクリートの剥

離が見られた。作用軸力は PHC 杭，PRC 杭共に最大耐

力到達以降，終局に至るまで維持し続けた。 

(b) 中圧縮軸力下 

軸力を中圧縮とした PRC25 と PRC28 は，せん断ひび

割れが発生した後，最大耐力に到達した。最大耐力到達

後は，引張軸力を作用させた場合と同様，終局に至るま

で軸力を保持した。対して中圧縮軸力を作用させた

PHC19では，せん断ひび割れと共に，軸方向ひび割れが

発生した。その後最大耐力に到達し R 0.75％の 1周目で

らせん筋が破断し，それに伴って軸方向ひび割れが急激

に広がり，同時に軸力保持性能を喪失した。 

(c) 高圧縮軸力下 

軸力を高圧縮とし，シアスパン比を 2.1 とした PRC26

では PHC19と同様，せん断ひび割れと共に軸方向ひび割

れが発生した後，最大耐力を迎えた。その後載荷の進行

に伴ってらせん筋の降伏が見られたが破断には至らず，

軸力は終局まで保持していた。高圧縮軸力で，シアスパ

ン比を 1.4 とした PHC20 と PRC29 では，軸方向ひび割

れのみが発生した後，最大耐力に到達した。PHC20では

最大耐力到達と同時に，PRC29では R 0.75％の 1周目で

それぞれらせん筋が破断し，PHC19と同様の破壊が生じ，

軸力保持性能を喪失した。 

4.2 破壊性状 

引張軸力下の PHC18，PRC24，PRC27と軸力を中圧縮

とした PRC25 と PRC28 の 5 体では，せん断ひび割れ発

生後，せん断ひび割れの進展およびらせん筋の降伏に伴

い耐力が低下し，せん断破壊となった。また，PRC24，

PRC27 では最大耐力以前に主筋及び PC 鋼棒が降伏に至

っており，曲げ降伏後のせん断破壊となっていた。 

これに対し，軸力を中圧縮とした PHC19，高圧縮とし

   

   

   

 
図－5 せん断力 Q－代表変形角 R関係  
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た PHC20，PRC26，PRC29の 4体では，軸方向ひび割れ

発生後，PRC26を除き，らせん筋の破断に伴って軸方向

ひび割れが急激に広がり，同時に軸力保持性能を喪失し

た。また PRC26では，らせん筋は降伏するのみに留まり，

軸力は保持し続けていたものの，軸方向ひび割れ発生後，

耐力上昇は見られなかった。その為，これら 4体は，式

(1)および式(2)で仮定されている破壊性状とは，異なる破

壊性状であると考えられる。この軸方向ひび割れの発生

メカニズムは現在検討中である。図－6 には PRC28（中

圧縮）および PHC20（高圧縮）の最大耐力時と最終破壊

状況を示す。 

 

5. せん断耐力計算値と実験時最大耐力の比較 

式(1)および式(2)に基づき，材料試験値と実測した杭の

寸法を用いて算出したせん断耐力計算値（以下，計算値）

と実験時最大耐力（以下，実験値）の比較を行う。表－

4 に実験値の計算値に対する比率および破壊モードの一

覧を示す。また，プレストレスを含まない軸外力による

平均軸方向応力度𝜎0と実験値の計算値に対する比率の関

係を図－8に，実験値と計算値の比較を図－7に示す。 

式(1)および式(2)では適用範囲内での評価精度を実験

値／計算値で平均 1.31，変動係数 0.16，不良率 5％以下

としているが、適用範囲外となる引張軸力下の全 3 体

（PHC18, PRC24, PRC27）と中圧縮軸力下の 2体（PRC25, 

PRC28）の計 5体では実験値／計算値が 1.01~1.24（平均

1.09，変動係数 0.08）と安全側の評価となった。これら

の試験体は全て軸方向に対して斜めに走るせん断ひび割

れが発生し、破壊モードがせん断破壊もしくは曲げ降伏

後のせん断破壊となった試験体であった。しかし、高圧

縮軸力下の PHC 杭 1 体（PHC20）および PRC 杭 2 体

（PRC26，PRC29）と、適用範囲内となっている中圧縮軸

力下の PHC杭 1体（PHC19）の計 4体では実験値／計算

  
(a) 最大耐力時（PRC28：中圧縮） (b) 最終破壊状況（PRC28：中圧縮） 

 
 

(c) 最大耐力時（PHC20：高圧縮） (d) 最終破壊状況（PHC20：高圧縮） 

図－6 最大耐力時および最終破壊状況 
 

 
表－4 実験時最大耐力のせん断耐力計算値に対する比率および破壊モードの一覧 

 
※ A：せん断破壊，B：曲げ降伏後のせん断破壊，C：軸方向ひび割れを伴う破壊 
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値が 0.86~0.96（平均 0.90，変動係数 0.06）と危険側の評

価となっている。これらはいずれも軸方向ひび割れが発

生した試験体であり，式(1)および式(2)が想定する抵抗機

構とは異なっていたため，これらの終局せん断強度式を

用いて評価する事は適切で無いと考えられる。 

 

6. 結論 

本研究では PHC 杭 3 体，PRC 杭 6 体を対象としたせ

ん断実験を実施した結果，以下の知見を得た。 

1） 圧縮軸力下の PHC 杭および軸力比を 0.27~0.36 と

した PRC 杭では軸方向ひび割れが発生し，最大耐

力後に脆性的な破壊が生じた。特にシアスパン比が

短い場合，軸力保持性能を喪失する傾向があった。

引張軸力下では，杭種，シアスパン比に関わらず，

全ての試験体で作用軸力が維持できなくなるよう

な破壊が発生することなく終局に至った。 

2） 文献5)の終局せん断強度式を用いた場合，引張軸力

下の全 3体および軸力比を 0.17~0.18とした PRC杭

2 体の計 5 体では，実験値／計算値が平均 1.09%と

安全側の評価となったが，軸力比を 0.19~0.32 とし

た PHC杭 2体および軸力比を 0.27~0.36とした PRC

杭 2 体の計 4 体では破壊性状が軸方向ひび割れを

伴う破壊に変化し，実験値／計算値が平均 0.89 と

危険側の評価となった。 
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図－7 実験時最大耐力とせん断耐力計算値の比較 

 

  
(A)PHC杭 (B)PRC杭 

図－8 軸方向応力度𝜎0および実験時最大耐力のせん断耐力計算値に対する比率の関係 
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